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貸 借 対 照 表
（令和7年3月31日）

（単位：千円）

資産の部

Ⅰ　固定資産

１　有形固定資産

土地 29,709,900

建物 24,755,255

減価償却累計額 △ 13,362,260

減損損失累計額 △ 48,440 11,344,553

構築物 3,272,920

減価償却累計額 △ 2,603,127

減損損失累計額 △ 1,433 668,360

機械装置 189,823

減価償却累計額 △ 186,535 3,288

工具器具備品 12,079,769

減価償却累計額 △ 9,685,300 2,394,468

図書 3,410,586

美術品・収蔵品 0

車両運搬具 150,303

減価償却累計額 △ 146,424 3,879

建設仮勘定 64,721

その他 18,250

減価償却累計額 △ 18,249 0

有形固定資産合計 47,599,759

２　無形固定資産

特許権 38,675

商標権 1,551

ソフトウェア 175,546

工業所有権仮勘定 66,757

その他 776

無形固定資産合計 283,307

３　投資その他の資産

投資有価証券 409,487

関係会社株式 27,502

長期前払費用 1,357

その他 98

投資その他の資産合計 438,445

固定資産合計 48,321,512

Ⅱ　流動資産

現金及び預金 3,879,204

未収学生納付金収入 133,950

その他未収入金 254,282

たな卸資産 408

前渡金 39,544

前払費用 26,226

未収収益 510

その他 17,312

流動資産合計 4,351,440

資産合計 52,672,952
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貸 借 対 照 表
（令和7年3月31日）

（単位：千円）

負債の部

Ⅰ　固定負債

長期繰延補助金等（注） 819,351

長期リース債務 603,452

固定負債合計 1,422,803

Ⅱ　流動負債

運営費交付金債務（注） 114,628

預り補助金等（注） 114,256

寄附金債務（注） 1,156,955

前受受託研究費（注） 277,737

前受共同研究費（注） 269,049

前受受託事業費等（注） 5,251

前受金 33,960

科学研究費助成事業等預り金 153,598

預り金 40,022

未払金 2,492,505

リース債務 245,849

未払費用 15,040

未払消費税等 29,636

賞与引当金 2,474

流動負債合計 4,950,967

負債合計 6,373,770

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 41,620,400

資本金合計 41,620,400

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 13,860,181

減価償却相当累計額（－）（注） △ 15,303,571

減損損失相当累計額（－）（注） △ 48,088

除売却差額相当累計額（－）（注） △ 980,195

資本剰余金合計 △ 2,471,674

Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金（注） 83,750

教育研究向上・運営改善積立金（注） 330,483

積立金（注） 6,410,452

当期未処分利益 325,770

（うち当期総利益） ( 325,770 )

利益剰余金合計 7,150,456

純資産合計 46,299,181

負債純資産合計 52,672,952

（注）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目です。
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損 益 計 算 書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

（単位：千円）

経常費用

業務費

教育経費 1,460,502

研究経費 1,362,841

教育研究支援費 748,625

受託研究費 602,181

共同研究費 414,234

受託事業費等 110,244

役員人件費 92,292

教員人件費 4,221,394

職員人件費 2,432,274 11,444,590

一般管理費 857,505

財務費用

支払利息 7,790

為替差損 90 7,880

雑損 5,821

経常費用合計 12,315,798

経常収益

運営費交付金収益（注） 5,605,608

授業料収益 2,947,544

入学金収益（注） 496,320

検定料収益 87,755

受託研究収益（注） 846,766

共同研究収益（注） 608,121

受託事業等収益（注） 128,920

寄附金収益（注） 365,633

補助金等収益（注） 676,973

施設費収益 262,724

その他 248,072

雑益

財産貸付料収入 193,297

研究関連収入 133,978

その他 39,273 366,549

経常収益合計 12,640,989

経常利益 325,191

臨時損失

固定資産除却損 16,050

関係会社株式評価損 2,497 18,548

臨時利益

補助金等収益（注） 621

固定資産売却益 414 1,035

当期純利益 307,678

目的積立金取崩額（注） 18,091

当期総利益 325,770

（注）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目です。

（注１）資本剰余金を減額したコスト等に関する注記

当期総利益 325,770

減価償却相当額 △ 557,190

除売却差額相当額 △ 0

賞与引当増加相当額 △ 5,874

退職給付引当増加相当額 △ 232,966

小計 △ 796,031

施設費収益相当額 1,350,781

資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額 880,519

退職給付引当増加相当額のうち△162千円は、国又は地方公共団体からの出向者に係るものです。

（注２）科学研究費助成事業等に関する注記

当期受入額 505,192

当期支出額 466,148
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(単位：千円)

うち当期総利益

当期首残高 41,620,400 41,620,400 12,483,555 △ 14,751,635 △ 48,088 ― ― ― △ 974,941 ― △ 3,291,110 83,750 138,467 6,369,165 277,238 ― 6,868,622 45,197,912

当期変動額

Ⅰ　資本金の当期変動額

　　　　　 出資金の受入

土地の譲渡に伴う大学改革支援・学位授与
機構への納付による減資

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得 1,350,781 1,350,781 1,350,781

固定資産の除売却 5,254 △ 5,254 △ 0 △ 0

減価償却 △ 557,190 △ 557,190 △ 557,190

固定資産の減損

時の経過による資産除去債務の増加

資産除去債務の履行に伴う取り崩し

土地の譲渡に伴う大学改革支援・学位授与
機構への納付等

有価証券に係る確定損益

有価証券に係る評価損益

出えん金の受け入れ

その他の資本剰余金の当期変動額（純額）

Ⅲ　利益剰余金の当期変動額

（１） 利益の処分

前中期目標期間からの繰越し

積立金への振替

利益処分による積立 235,951 41,286 △ 277,238 ― ―

利益処分による取り崩し

国庫納付金の納付

（２） その他

当期純利益 307,678 307,678 307,678 307,678

前中期目標期間繰越積立金取崩額

目的積立金取崩額 25,844 25,844 △ 43,935 18,091 18,091 △ 25,844 ―

その他の利益剰余金の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 1,376,625 △ 551,935 ― ― ― ― △ 5,254 ― 819,435 ― 192,016 41,286 48,531 325,770 281,834 1,101,269

当期末残高 41,620,400 41,620,400 13,860,181 △ 15,303,571 △ 48,088 ― ― ― △ 980,195 ― △ 2,471,674 83,750 330,483 6,410,452 325,770 325,770 7,150,456 46,299,181

純　資　産　変　動　計　算　書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金

純資産
合計

政府
出資金

資本金
合計

積立金資本剰余金
減価償却相当

累計額(-)
減損損失相当

累計額(-)

有価証券損益
相当累計額(確

定)(±)

有価証券損益
相当累計額(そ

の他)(±)

利息費用相当
累計額(-)

除売却差額相
当累計額(-)

民間
出えん金

資本
剰余金
合計

前中期目標期
間繰越積立金

教育研究向上・
運営改善積立

金

当期未処分利
益

利益剰余金合
計
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キャッシュ・フロー計算書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

（単位： 千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出　　 △ 3,165,936

人件費支出 △ 6,915,987

その他の業務支出 △ 679,717

運営費交付金収入 5,609,716

授業料収入 2,627,506

入学金収入 397,408

検定料収入 87,712

受託研究収入 1,008,598

共同研究収入 599,426

受託事業等収入 128,583

補助金等収入 762,863
補助金等の精算による返還金の支出 △ 131,159
寄附金収入 234,192

その他の業務収入 643,962

科学研究費助成事業等預り金の純増加（減少）額 35,547

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,242,715

　

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,072,299

無形固定資産の取得による支出 △ 179,067

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 728

減価償却引当特定資産の取崩による収入 130,218

施設費による収入 1,529,685

金銭出資による支出 △ 30,000
その他の投資支出 △ 9

小計 379,255

利息及び配当金の受取額 2,078

投資活動によるキャッシュ・フロー 381,334

　

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ 191,467

小計 △ 191,467

利息の支払額 △ 7,244

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 198,711

　

Ⅳ　資金に係る換算差額 △ 90

Ⅴ　資金増加（減少）額 1,425,247

Ⅵ　資金期首残高 2,453,957

Ⅶ　資金期末残高 3,879,204

-5-



（単位：円）

Ⅰ．当期未処分利益 325,770,050

当期総利益 325,770,050

Ⅱ．利益処分額

積立金 142,890,709

国立大学法人法第３５条の２において
準用する独立行政法人通則法第４４条
第３項により文部科学大臣の承認を受
けた額

　教育研究向上・運営改善積立金 182,879,341 182,879,341 325,770,050

利益の処分に関する書類
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注 記 事 項 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

当事業年度より、改訂後の国立大学法人会計基準（「『国立大学法人会計基準』及び『国立大学法人会計

基準注解』報告書」（国立大学法人会計基準等検討会議 令和 6年 2月 21 日改訂））及び「『国立大学法人

会計基準』及び『国立大学法人会計基準注解』に関する実務指針」（文部科学省 日本公認会計士協会 令和

6年 6月 13 日最終改訂）に基づいて財務諸表等を作成しております。 

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

原則として、期間進行基準を採用しております。 

ただし、退職一時金を含む「特殊要因経費」については費用進行基準を、「基幹運営費交付金（ミッシ

ョン実現加速化経費）」及び「補正予算」の一部については、文部科学省の指定に従い事項別に業務達

成基準又は費用進行基準を採用しております。また、国立大学法人九州工業大学業務達成基準取扱要領

に基づき、学長の承認を得たプロジェクト事業につきましては、業務達成基準を採用しております。 

２．減価償却の会計処理方法 

    （１）有形固定資産 

定額法を採用しております。耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としており、主な

資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

 建 物 ４～５０年  

 構 築 物       １０～５０年  

 機 械 装 置        ４～１７年 

 工具器具備品   ４～１５年 

 車両運搬具               ６年 

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第 78）の減価償却相当額については、減価償却相当

累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、法人内利用のソフトウェアの耐用年数については、法人内にお

ける利用可能期間（5年）に基づいております。 

３．賞与引当金及び見積額の計上基準 

賞与のうち、運営費交付金により財源措置がなされるものについては、賞与引当金は計上しておりませ

ん。 

なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における賞与引当増加相当額は、当事業年度末の賞与引当

相当額から前事業年度末の同相当額を控除した額を計上しております。 

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上し

ておりません。 

なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における退職給付引当増加相当額は、国立大学法人会計基

準第 83 第 4 項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。 
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５．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）満期保有目的債券  償却原価法（定額法） 

（２）関係会社株式    移動平均法による原価法（持分相当額が下落した場合には持分相当額） 

（３）その他有価証券 

時価のないもの   移動平均法による原価法 

６．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準  低 価 法 

評価方法  最終仕入原価法 

７．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

８．リース取引の会計処理 

リース料総額が 3,000 千円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

９．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 

Ⅱ．貸借対照表関係 

運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額 4,914,509 千円 

運営費交付金から充当されるべき賞与引当相当額       180,020 千円 

Ⅲ．キャッシュ・フロー計算書関係 

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金                3,879,204 千円 

資金期末残高                3,879,204 千円 

２．重要な非資金取引 

ファイナンス・リースによる資産の取得     673,260 千円 

現物寄附の受入                 172,241 千円 

Ⅳ．減損損失関係 

１．減損を認識した固定資産 

該当事項はありません。 

２．減損の兆候が認められた固定資産（「１．減損を認識した固定資産」に掲げるものを除く） 

該当事項はありません。 

Ⅴ．金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項  

 資金運用にあたっては、国立大学法人法第 35 条の 2 が準用する独立行政法人通則法第 47 条の規定に基

づき、預金及び社債等を保有しております。また、株式を保有しておりますが、本学の業務を不当に拘束
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することはありません。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預

金、未収入金、未払金及び短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注

記を省略しております。 

                                                                      （単位：千円） 

 貸借対照表計上額(*1) 時価(*1)          差額(*1) 

 

(1) 有価証券及び投資有価証券 

① 満期保有目的の債券 

② その他有価証券(*2) 

 

 

409,484 

－ 

 

 

395,103 

－ 

 

△14,380 

－ 

 

(2) リース債務 

 

(849,301) 

 

(834,017) 

 

(△15,284) 
(*1) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

(*2) その他有価証券には、新株予約権（貸借対照表価額 3千円）が含まれておりません。 

（注 1）市場価格のない株式等は次のとおりです。 

（単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

関係会社株式 27,502 

非上場株式 0 

 

（注２）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明  

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つ

のレベルに分類しております。 

 

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）

相場価格により算定した時価  

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能

なインプットを用いて算定した時価  

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。  

有価証券及び投資有価証券 

社債は相場価格を用いて評価しております。これらは市場での取引頻度が低く、活発な市場におけ

る相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。  

リース債務  

元利金の合計額と、当該債務の残存期間を加味した利率を基に、割引現在価値法により時価を算定

しており、レベル２の時価に分類しております。  
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Ⅵ．重要な債務負担行為 

九州工業大学施設維持保全業務 214,500 千円（うち令和 7事業年度分 74,910 千円） 

Ⅶ．重要な後発事象 

該当事項はありません。 
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Ⅷ. 国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記
（単位：千円）

Ⅰ．業務費用
（１）損益計算書上の費用 12,334,347
（２）（控除）自己収入等 △ 5,823,953

6,510,393

Ⅱ．資本剰余金を減額したコスト等 796,031

III．機会費用

452
568,158 568,611

IV．（控除）国庫納付額 －

V．国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 7,875,036

（１） 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法
近隣の地代や賃借料を参考に計算しております。

（２） 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
決算日における10年もの国債（新発債）の利回り及び「国立大学法人等の業務運営に関して国民の負
担に帰せられるコストの注記における機会費用の算定に係る利回りについて（通知）」(令和7年4月
11日付7文科高第28号)に基づき、1.485%で計算しております。

業務費用合計

国又は地方公共団体の無償又は減額さ
れた使用料による貸借取引の機会費用
政府出資の機会費用

国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記における機会費用の計上方法
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